
施策の基本的方向 具体的施策 担当府省

全府省 ○ ○

内閣府、
関係府省

○

①政府の施策が男
女共同参画社会の
形成に及ぼす影響
についての調査（以
下「男女共同参画
影響調査」という。）
について効果的な
手法を確立し、内閣
府及び各省庁にお
いて的確な調査を
実施する。また、地
方公共団体に対し
て「男女共同参画影
響調査」に関する情
報提供を行い、地
方での同様の取組
を促す。

○男女の社会にお
ける活動の選択に
中立的な社会制度
の検討

（１）男女共同参画
の視点に立った社
会制度・慣行の見
直し

○政府の施策が男
女共同参画社会の
形成に及ぼす影響
についての調査の
実施

②税制、社会保障
制度、賃金制度等、
女性の就業を始め

２．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革

施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

影響調査専門調査会においては、「ライフスタイルの選
択と税制・社会保障制度・雇用システム」に関する報告
（平成14年12月男女共同参画会議報告）及び「ライフス

男女共同参画会議監視・影響調査専門調査会におい
て、平成19年3月に「多様な選択を可能にする能力開
発・生涯学習施策に関する監視・影響調査報告書」を
取りまとめ（平成19年5月男女共同参画会議意見決
定）。報告書では、女性に特徴的な事情やライフステー
ジごとのニーズを整理し、それらを踏まえた効果的な能
力開発・生涯学習の実施をもとめている。特に①子育
て等による就業中断期の存在を考慮した家庭でのｅ
ラーニング等の活用や時間や場所に配慮した能力開
発機会の提供②子育てや地域活動経験から培われる
能力を職業能力につなげるための方策③能力開発・生
涯学習を就労につなげるためのハローワークや教育機
関等との連携の重要性を指摘。（内閣府）

多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に関する
施策の実施状況については、今後、各府省の取組に
ついての実施状況のフォローアップを行い監視・影響
調査専門調査会に報告。（内閣府）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

財務省 ○

○ ○

とする社会における
活動の選択に大き
なかかわりを持つ諸
制度・慣行につい
て、様々な世帯形
態間の公平性や諸
外国の動向等にも
配慮しつつ、男女の
社会（家庭を含
む。）における活動
の選択に対する中
立性等の観点から
総合的に検討する。

③税制については、
男女の社会におけ
る活動の選択に中
立的な仕組みとして
いくことが重要であ
る。個人所得課税
については、従来は
片稼ぎ夫婦子二人
世帯を標準世帯と
考えて検討される側
面が強かったが、今
後は個人を中心とし
た考えを重視する
必要がある。配偶
者控除については、
引き続き検討を深
める。

平成19年11月の「抜本的な税制改革に向けた基本的
考え方」(政府税制調査会）
　配偶者控除等（配偶者控除・配偶者特別控除）につ
いては、以下のような観点から見直しを図るべきとする
意見が多く見られた。
イ　男女共同参画が進んでおり、また、配偶者の家事
  労働には納税者本人にとっての経済的価値等がある
ロ　現行制度は配偶者の就労の中立性を阻害している
ハ　納税者本人は配偶者控除等の適用を受け、配偶

者が基礎控除 適用を受ける と 重に控除を

タイルの選択と雇用・就業に関する制度・慣行」に関す
る報告（平成16年7月男女共同参画会議報告）を取りま
とめ。報告書ではライフスタイルの選択に影響が大き
い税制・社会保障制度の雇用システムについて検討を
行い、個人のライフスタイルの選択等に中立的な観点
からの各制度の具体的方向について取りまとめ。ま
た、雇用・就業をテーマとしては、雇用、起業・自営業、
公務など様々な就業形態ごとに、男女共同参画の視点
から見た現状及び現行の施策の下での課題を整理し
ており、政策の方向性については、多様な就業形態の
選択・移動に中立的な制度、個人の能力を伸ばす教
育・能力開発の重要性について提言。（内閣府）

平成15年度税制改正において、現状では共働き世帯
数が専業主婦世帯数を上回るようになっているというこ
と、女性の就業に関する選択等に中立的でないといっ
た指摘もあること等を踏まえ、配偶者特別控除のうち配
偶者控除に上乗せして適用される部分について廃止
（財務省、総務省　平成15年度）

引き続き政府税制調査会において議論が行われる予
定。（財務省、総務省）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

厚生労働
省

○④社会保障制度及
び賃金制度につい
ても、男女の社会に
おける活動の選択
に中立的な仕組み
としていくことが重
要である。短時間労
働者への厚生年金
の適用の拡大につ
いては、被用者とし
ての短時間労働者
の年金保障を充実
させる観点等からも
意義があり、働き方
の選択に影響を及
ぼす可能性もあるこ
とから、社会経済の
状況、短時間労働
者が多く就業する企
業への影響等を十
分踏まえつつ積極
的に検討を進める。
また、第3号被保険
者制度を今後どの
ようにしていくかとい

 者が基礎控除の適用を受けることで、二重に控除を
  享受する場合がある
ニ　配偶者控除等を見直し、その財源を子育て支援に
  充ててはどうか
　他方で、夫婦は生活の基本的単位であり、現行制度
を維持すべきとする意見もあった。
　配偶者控除等のあり方については、上記のような
様々な意見を踏まえて見直しを図ることも考えられる。
その際、配偶者控除等の見直しにより税負担が急激に
増えることは避けるべきであり、他の控除の見直し等も
踏まえる必要がある。(財務省、総務省）

再チャレンジ支援を支援し、被用者としての年金保障を
充実させる観点などから、「正社員に近い」パート労働
者に社会保険の適用範囲を拡大することを含む「被用
者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法
等の一部を改正する法律案」を第166回通常国会に提
出（継続審議）（厚生労働省）

（注）　パート労働者に対する社会保険の適用拡大の
具体的内容
①　労働時間：週所定労働時間が20時間以上であるこ
と
②　賃金水準：賃金が月額98,000円以上であること
③　勤務期間：勤務期間が１年以上であること
④　学生の取扱い：学生は適用対象外とする
⑤　中小零細事業所への配慮：従業員が300人以下の
中小零細事業主には新たな基準の適用を猶予
※①～⑤すべてに該当した場合に適用対象となる
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○家族に関する法
制の整備

法務省

ようにしていくかとい
う問題は、年金制度
の基本的な体系に
関わるものであり、
今後、年金制度の
在り方に関する議
論の中で幅広い観
点から検討してい
く。

⑤世論調査等によ
り国民意識の動向
を把握しつつ、結婚
に伴う氏の変更が
職業生活等にもた
らしている支障を解
消するという観点か
らも、婚姻適齢の男
女統一及び再婚禁
止期間の短縮を含
む婚姻及び離婚制
度の改正とあわせ、
選択的夫婦別氏制
度について、国民の
議論が深まるよう引
き続き努める。

○職場・家庭・地域
等における慣行の
見直し

家族の法制に関する世論調査の実施（内閣府 18年 12月）% 

①選択的夫婦別氏制度 

 8 年 13年 18 年

夫婦は同姓であるべきで法改正の必要なし 39.8 29.9 35.0 

選択的に夫婦別氏が可能になる法改正をしてもよい 32.5 42.1 36.6 

婚姻前の姓を通称として使用するための法改正は可 22.5 23.0 25.1 

わからない  5.1  5.0  3.3 

 
②女性の婚姻適齢 

 8年 18 年 

女性は満16歳になれば婚姻できることでよい 23.4 23.3 

女性も男性同様満 18 歳にならなければ婚姻できない

とした方がよい 

 

40.0 

 

41.8 

どちらともいえない 33.6 32.1 

その他  1.6  2.2 

わからない  1.4  0.6 
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

内閣府 ○

○ ○

⑥職場・家庭・地域
等様々な場におけ
る慣行についても、
男女の社会におけ
る活動の選択に中
立的でない影響を
及ぼすものについ
て、広くその見直し
を呼びかける。

影響調査専門調査会においては、「ライフスタイルの選
択と税制・社会保障制度・雇用システム」に関する報告
（平成14年12月男女共同参画会議報告）及び「ライフス
タイルの選択と雇用・就業に関する制度・慣行」に関す
る報告（平成16年7月男女共同参画会議報告）を取りま
とめ。報告書ではライフスタイルの選択に影響が大き
い税制・社会保障制度の雇用システムについて検討を
行い、個人のライフスタイルの選択等に中立的な観点
からの各制度の具体的方向について取りまとめ。ま
た、雇用・就業をテーマとしては、雇用、起業・自営業、
公務など様々な就業形態ごとに、男女共同参画の視点
から見た現状及び現行の施策の下での課題を整理し
ており、政策の方向性については、多様な就業形態の
選択・移動に中立的な制度、個人の能力を伸ばす教
育・能力開発の重要性について提言。（内閣府）（２（１）
②に前掲）

男女共同参画会議監視・影響調査専門調査会におい
て、平成19年3月に「多様な選択を可能にする能力開
発・生涯学習施策に関する監視・影響調査報告書」を
取りまとめ。（平成19年5月男女共同参画会議意見決
定）報告書では、女性に特徴的な事情やライフステー
ジごとのニーズを整理し、それらを踏まえた効果的な能
力開発・生涯学習の実施をもとめている。特に①子育
て等による就業中断期の存在を考慮した家庭でのｅ
ラーニング等の活用や時間や場所に配慮した能力開
発機会の提供②子育てや地域活動経験から培われる
能力を職業能力につなげるための方策③能力開発・生
涯学習を就労につなげるためのハローワークや教育機
関等との連携の重要性を指摘。（内閣府）（２（１）①に
前掲）

多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に関する
施策の実施状況については、今後、各府省の取組に
ついての実施状況のフォローアップを行い監視・影響
調査専門調査会に報告。（内閣府）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○わかりやすい広
報・啓発活動の推
進

○ ○

○

○ ○

○多様な媒体を通
じた広報・啓発活動
の推進

全府省 ○ ○

男女共同参画総合情報誌の発行（内閣府　14年度～）

①男女共同参画の
理念や「社会的性
別」（ジェンダー）の
視点の定義につい
て、誤解の解消に
努め、また、恣意的
運用・解釈が行わ
れないよう、わかり
やすい広報・啓発活
動を進める。

（２）国民的広がり
を持った広報・啓
発活動の展開

「男女共同参画社会」という用語の周知度（平成19年
79.6％）

今後とも継続して、広報・啓発活動を実施。（内閣府）

引き続き、男女共同参画週間等を通じてわかりやすい
広報・啓発活動を実施。（内閣府）

引き続き、男女共同参画週間や広報誌を通じてわかり
やすい広報・啓発活動を実施。（内閣府）

③政府広報等にお
いて男女共同参画
に関する広報を積

男女共同参画週間（6月23日～29日）の実施等（内閣
府　平成13年度～）

内閣府

内閣府

②「男女共同参画
社会」という用語の
周知度を平成22年
までに100％にす
る。（平成16年
52.5％）

男女共同参画週間（6月23日～29日）の実施（全国会
議、様々な媒体による広報活動）（内閣府　13年度～）

6



施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○ ○

全府省 ○ ○

○

○

○ ○ 引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

男女共同参画週間（6月23日～29日）の実施（全国会
議、様々な媒体による広報活動）（内閣府　平成13年度
～）

引き続き、男女共同参画週間等を通じてわかりやすい
広報・啓発活動を実施。（内閣府）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）極的に実施する。

④男女共同参画に
関する認識を深め、
社会的性別の視点
を定着させ、職場・
家庭・地域における
様々な慣習・慣行の
見直しを進めること
等を目的として、広
報・啓発活動を展開
する。その際、既に
様々な分野に参画
している女性の活
動の成果が広く世
の中に伝わるように
可視性を高めるた
めの配慮をする。ま
た、特に、青年男女
への普及・啓発につ
いて留意する。これ
らの活動は、地方
公共団体、ＮＧＯ等
の協力を得つつ行
い、「男女共同参画
週間」、「人権週
間」、「農山漁村女
性の日」等多様な機
会を通じ、活字、映
像、インターネットと
いった多様な通信
媒体を通じて進め
る

男女雇用機会均等月間（6月1日～30日）の実施（均等
法の周知啓発） 等
（厚生労働省　昭和61年～　）（２（２）③に前掲）

男女共同参画に係る啓発ビデオの制作（内閣府　平成
12年度～）

男女共同参画総合情報誌の発行（内閣府　平成14年
度～）

男女雇用機会均等月間（6月1日～30日）の実施（均等
法の周知啓発） 等（厚生労働省　昭和61年～）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

内閣府 ○ ○

○ ○ 次年度以降も引き続き実施予定。（内閣府）

○ ○ 次年度以降も引き続き実施予定。（内閣府）

○ ○ 次年度以降も引き続き実施予定。（内閣府）

○ ○ 次年度以降も引き続き実施予定。（内閣府）

男女共同参画宣言都市奨励事業の実施（内閣府　平
成６年度～）

男女共同参画宣言都市サミット事業の実施（内閣府
平成８年度～）

男女共同参画社会づくりに向けての全国会議の開催
（内閣府　平成13年度～）

⑤有識者、女性団
体、経済団体、マス
メディア、教育関係
団体等広範な各種
団体の代表からな
る男女共同参画推
進連携会議（えがり
てネットワーク）の活
動を通じて、広く各
界各層との情報及
び意見の交換や広
報・啓発を行い、男
女共同参画社会づ
くりに向けての国民
的な取組を推進す
る。また、地方公共
団体、ＮＧＯ等との
連携の下に、全国
レベル、地方レベル
で関係者が一堂に
会する機会を提供
することにより、男
女共同参画の課題
に関する意識の浸
透を図る。

議員間のネットワークを強化し、情報及び意見の交換
や広報・啓発を積極的に行うこと等によって男女共同
参画社会づくりに向けての国民的な取組を推進。（内
閣府）

る。

○多様な団体との
連携による広報・啓
発活動の推進

男女共同参画推進連携会議の開催（内閣府　平成８年
～）

男女共同参画フォーラムの実施（毎年度全国２～３か
所）（内閣府　平成12年度～）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○男性に対する広
報・啓発活動の推
進

内閣府、
関係府省

○ ○

○

○ ○

○

○法令や条約の周
知等

○ ○

引き続き男女共同参画週間等を通じて広報啓発活動
を実施。（内閣府）

男女共同参画担当行政相談委員が、男女共同参画に
関する行政相談所を積極的に開催し、権利が侵害され
た場合の相談窓口となるとともに、救済機関等の情報
提供の実施。（総務省）
（男女共同参画に関する行政相談所の開催回数）
　平成17年度・・・全国で延べ300回

成 年度

男性の仕事と育児の両立意識啓発事業　（厚生労働
省）
育児期の男性労働者を対象として、仕事と家庭が両立
可能な働き方を設計・実践できるツールとしてのハンド
ブックを作成、配布し、男性の仕事と育児の両立に関
する意識啓発を促進。

男女雇用機会均等月間（6月1日～30日）の実施（均等
法の周知啓発） 等（厚生労働省　昭和61年～　）（２
（２）③に前掲）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

（３）法律・制度の
理解促進及び相
談の充実

男女共同参画週間（6月23日～29日）の実施（全国会
議、様々な媒体による広報活動）（内閣府　平成13年度
～）

⑥男女共同参画社
会の形成の男性に
とっての意義と責任
や、地域・家庭等へ
の男性の参画を重
視した広報・啓発活
動及び男性を対象
とした教育プログラ
ムの開発・実施を推
進する。

①男女共同参画に
関連の深い男女共
同参画社会基本法
などの国内法令、女
子差別撤廃条約な
どの条約等につい

わ す 広

今後も、男女共同参画担当行政相談委員に対し、男女
共同参画に関する行政相談所の積極的な開催を促
進。（総務省）

内閣府、
法務省、
外務省、
関係府省

男女共同参画総合情報誌の発行（内閣府　平成14年
度～）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○ ○

文部科学
省

○ ○

○ ○

○ ○

○相談体制の充実

○ ○

平成18年度・・・ 　　〃　　　307回

学校教育における人権教育の開発を進めるため、人権
教育開発事業等において、「人権教育総合推進地
域」、「人権教育研究指定校」、「人権教育の指導方法
等に関する調査研究」を総合的に実施。（文部科学省
平成９年度～）

内閣府等が主催する男女共同参画に関連する研修会
に対し、男女共同参画担当行政相談委員の積極的な
参加を促進。

引き続き実施予定。（文部科学省）

「人権教育の指導方法等の在り方について（第３次とり
まとめ）」を公表予定。（文部科学省　平成19年度）

③政府の施策につ
いての苦情の処理
及び人権が侵害さ

今後も研修への積極的な参加を促進し、男女共同参
画関連施策に係る苦情への的確な対応、解決能力の
付与を図る。（総務省）

て、わかりやすい広
報を工夫するなど、
その内容の周知に
努める。また、権利
が侵害された場合
の相談窓口、救済
機関等の情報提供
に努める。その際、
児童、高齢者、障害
者、外国人等情報
を得にくい状況にあ
る者に対して配慮す
る。

②学校教育や社会
教育において、法令
等により保障される
人権に関し、正しい
知識の普及を図る。

引き続き実施予定。（文部科学省）

今後も継続して，ホームページ等を通じて人権相談窓
口等の情報提供を実施。（法務省）

内閣府、
法務省、
総務省、

法務省ホームページ等において，各種人権相談窓口，
救済機関等の情報を提供（法務省）

社会教育において人権に関する多様な学習機会の充
実、普及・啓発を図っている。(文部科学省　平成16年
度～)

指導主事や教員を対象に、人権教育の指導方法等の
改善・充実を図るための研修を実施。（文部科学省）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○ ○

○ ○ 今後も引き続き実施予定（厚生労働省）

法務省

また、総務省では、政府の男女共同参画関連施策につ
いての苦情に対し、男女共同参画担当行政相談委員
がその解決のための一助となるよう、年に1回、男女共
同参画担当委員全国研究会を開催。（総務省）

人権擁護事務担当職員に対しては，各種研修におい
て，女性に対する人権侵害に関する講義を実施すると
ともに，人権擁護委員に対しては，「男女共同参画問題
研修」を実施。（法務省  平成12年～）

民生委員・児童委員研修事業（厚生労働省）
  単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導力
を修得させるための研修、中堅の民生委員・児童委員
に必要な活動力を修得させるための研修、新任の民生
委員・児童委員に必要な基礎的知識及び技術を修得さ
せるための研修等により、民生委員・児童委員が相談
援助活動等を行う上で、必要不可欠な知識及び技術を
修得させることを目的とする事業を都道府県、指定都
市にて実施（14年度～）。

17年度　47都道府県・指定都市にて実施。
18年度　48都道府県・指定都市にて実施。

④各種人権問題の
相談に応ずるため、
全国の常設人権相
談所に加え、各法
務局・地方法務局
の専用相談電話
「女性の人権ホット
ライン」や特設人権
相談所を引き続き
設置し、男女共同参
画社会の実現のた
めの啓発活動や人
権相談 人権侵犯

れた場合における
被害者の救済につ
いて、行政相談制
度や人権擁護機関
等の既存の制度を
積極的に活用する。
また、相談に当たる
職員、民生委員、児
童委員、人権擁護
委員等の研修の充
実を図る。

来年度以降も，引き続き実施し，人権擁護事務担当職
員及び人権擁護委員の研鑽に努める。（法務省）

厚生労働
省
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○国際化への対応

法務省 ○ ○

○男女共同参画社
会の形成に関する
調査研究

（４）男女共同参画
にかかわる調査研
究、情報の収集・
整備・提供

東京・大阪・神戸・名古屋・広島・福岡・高松・松山の８
都市において，外国人のための人権相談所を設置し，
英語や中国語等の通訳を通訳を配置し相談を実施。
（法務省）

権相談、人権侵犯
事件に積極的に取
り組む。また、相談
内容に応じた助言
のほか、関係機関
への通報、法律扶
助協会への紹介、
人権侵犯事件として
の調査・処理を通じ
た救済の充実強化
に努める。さらに、こ
れらの制度の趣
旨、活動内容の周
知、定着を図るな
ど、広報活動の一
層の充実を図る。

⑤英語や中国語等
の通訳を配置した
外国人のための人
権相談所を引き続
き設置し、さらにそ
の内容を充実させ
るよう努める。

来年度以降も設置予定（法務省）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

内閣府 ○

内閣府 ○

○統計調査等の充
実

諸外国の政策・方針決定過程における女性の参画の
現状と、それを促進するための法制度、施策につい
て、既存の文献及び資料調査、諸外国の政府、政党及
びＮＧＯ等を対象とした現地でのヒアリングを特に政治
分野に力点を置き行い、その結果を踏まえ、平成19年
度に調査報告書を取りまとめ。（内閣府）

上記の調査研究に当たって、有識者による調査研究会
を開催。その内容については、上記の調査報告書に反
映し、ホームページに公表。（内閣府）

①先進的な取組を
行っている諸外国
の事例、我が国へ
の導入可能性等に
関する調査研究を
行う。その際、男女
の社会における活
動の選択に大きな
かかわりを持つ制
度は相互に関連し
ており、総合的な視
点からの検討も必
要であることから、
諸外国における社
会制度について総
合的な視点から調
査研究を行う。

②調査研究に当
たっては、男女共同
参画分野の専門
家、ＮＧＯ、一般国
民からの情報収集
や意見交換を幅広く
行う。また、調査研
究の成果は、各種
の情報ネットワーク
等を通じて、迅速か
つ広範に公表し、
国、地方公共団体、
ＮＧＯ等が相互に活
用できるように努め
る。
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

公共職業訓練（離職者訓練）における性別データの把
握（厚生労働省）

「女性と仕事の未来館」のホームページによる情報提
供 （厚生労働省　平成11年度～）

③女性の置かれた
状況を客観的に把
握できる統計情報
の在り方について
検討を行い、女性
及び家族に関する
学習・調査・研究に
資するための情報
を含め、男女共同
参画社会の形成に
資する統計情報の
収集・整備・提供に
努める。なお、統計
情報の提供に当
たっては、一般国民
による分析、研究の
利用を可能とするこ
とに留意する。ま
た、統計調査の設
計、結果の表し方等
について、男女共同
参画の視点から点
検し、必要に応じて
見直す。

引き続き、公共職業訓練（離職者訓練）における性別
データの把握。（厚生労働省）

独立行政法人国立女性教育会館で、女性及び家族に
関する分野の資料を収集、整理し、「女性情報ポータル
“Winet”」において各種データベースをインターネットで
提供（文部科学省）
　・「女性と男性に関する統計データベース」　551件
  ・「文献情報データベース」（収集資料数）（19年3月現
在）
　　　　図書、地方行政資料　約 108,300冊
　　　　雑誌、新聞　約　3,500誌
　　　　新聞切り抜き　約　224,000件

統計データの二次的利用の促進に資するよう、委託に
応じた集計による統計の提供や匿名データの提供等に
関し、統計法の全面施行に向けた所要の準備を推進
（総務省）

17年度の社会教育調査（指定統計第83号）において、
ボランティア活動状況の登録者数について、新たに性
別での把握を行い、刊行物及びインターネットにより提
供（文部科学省　平成17年）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

引き続き実施予定。（文部科学省）

内閣府、
総務省、
文部科学
省、厚生
労働省、
関係府省

平成19年５月に統計データの利用促進に関する措置
等を内容とする統計法の全部改正を実施。
平成18年事業所・企業統計調査においては、従業者数
を男女別に結果を公表。（総務省）

14



施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○ ○

○ ○

内閣府 ○ ○

○ ○

○ ○

○

④男女共同参画を
めぐる現状や国民
の意識、苦情の処
理等について、統計
調査、意識調査等
を活用して、定期的
に実態を把握する。

⑤統計情報等につ
いて、可能な限り、
性別データを把握
するとともに、都道
府県別データにつ
いても公表に努め
る。また、男女共同
参画にかかわる重
要な統計情報等は
国民にわかりやす
い形で公開し、周知
を図る。さらに、研
究者による男女共
同参画に関するより
高度な分析を可能
とするためにも 個

内閣府、
総務省、
関係府省

苦情処理情報、人権侵害事案の処理状況等につい
て、引続き処理状況等について把握を行い監視・影響
調査専門調査会に報告予定。（内閣府）

「働く女性の実情」取りまとめ（厚生労働省　昭和28年
度～）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

雇用均等基本調査（旧女性雇用管理基本調査）の実
施 （厚生労働省　昭和63年度～）
　可能な限り性別データを把握、公表
　・19年度　事業所の女性の母性保護実施状況等
　・18年度　企業の女性の雇用管理状況等
　・17年度　事業所の育児・介護休業制度等の実施状
況等

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

男女共同参画の施策についての、苦情処理関係につ
いては「男女共同参画に関する施策についての苦情の
処理及び人権侵害における被害者の救済に関するシ
ステムの充実・強化に向けた意見」（平成14年10月男
女共同参画会議決定）に基づき、引続き、苦情処理情
報、男女共同参画に関する人権侵害事案の処理状況
等について毎年度把握をし監視・影響調査専門調査会
に報告。（内閣府）

「平成18年転職者実態調査」において、職業別一般正
社員の転職者数及び年齢階級別一般正社員の転職者
数を性別に把握　（厚生労働省　平成18年度）
衛生行政報告例（隔年報）において、従事期間別就業
保健師等を性別に把握し、都道府県部別に表彰
（厚生労働省　平成18年度）

衛生行政報告例について、平成18年度から隔年に実
施予定（厚生労働省）

統計データの二次的利用の促進に資するよう、委託に
応じた集計による統計の提供や匿名データの提供等に
関し、統計法の全面施行に向けた所要の準備を進める
（総務省）

平成19年５月に統計データの利用促進に関する措置
等を内容とする統計法の全部改正を実施。平成14年科
学技術研究調査報告から女性の表章を充実。｢研究関
係従業者数(実数)」、その内訳として「研究者」のほか、
「研究者のうち主に研究に従事する者」、「研究補助
者」、「技能者」、「研究事務その他の関係者」について
も女性を表章。（総務省）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○育児・介護等の
時間の把握

○ 平成18年の調査において、育児・介護等に費やす時間
を男女別に把握。（総務省）

⑥男女の育児、介
護等の時間の把握
については、社会生

総務省

とするためにも、個
票データを二次分
析に活用できるよう
なデータ・アーカイ
ブ機能の整備を検
討する。

「平成17年有期契約労働に関する実態調査」の個人票
のすべての項目において、性別に把握　（厚生労働省
平成17年度）
21世紀成年者縦断調査において、結婚、出産、就業等
の実態及び意識の経年変化の状況を性別に平成14年
を初年として継続的に把握（厚生労働省　平成14年度
～18年度）

21世紀成年者縦断調査について、今年度も引き続き実
施予定（厚生労働省）

社会福祉施設等調査において、常勤・非常勤別従事者
数を性別に把握　（厚生労働省　平成18年度）

「働く女性の実情」取りまとめ（厚生労働省　昭和28年
度～）（２（４）③に前掲）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

「女性と仕事の未来館」のホームページによる情報提
供（厚生労働省　平成11年度～）（２（４）③に前掲 ）

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）

雇用均等基本調査（旧女性雇用管理基本調査）の実
施（厚生労働省　昭和63年度～）（２（４）③に前掲）
　可能な限り性別データを把握、公表
　・19年度　事業所の女性の母性保護実施状況等
　・18年度　企業の女性の雇用管理状況等
　・17年度　事業所の育児・介護休業制度等の実施状
況等

引き続き当該施策を実施予定（厚生労働省）
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施策の基本的方向 具体的施策 担当府省 施策の実施状況及び関連統計等 今後の実施予定

活基本調査におけ
る調査を引き続き行
う。
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